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研究成果の概要（和文）：年金分割制度が家計に与える経済的影響、特に離婚行動・資産形成・消費行動との関
係について継続的に分析を行った。研究成果は、「年金分割制度が離婚率と家計の経済活動に与える影響につい
て」と題する論文として公表されている。内生的離婚選択モデルを用いた分析の結果、同制度には離婚率を上昇
させ、貯蓄率を低下させる可能性があることが示された。また、離婚後には女性の消費が増加し、男性の消費が
減少する傾向も確認された。さらに、この制度は男女間の経済格差を縮小する一方で、男性にとって離婚の動機
を高める可能性があることも示唆された。

研究成果の概要（英文）：We have continuously analyzed the economic impact of the pension division 
system on households, particularly its relationship with divorce behavior, asset formation, and 
consumption patterns. The research findings have been published in a paper titled "The Impact of the
 Pension Division System on Divorce Rates and Household Economic Activities." Using an endogenous 
divorce choice model, the analysis indicated that the system may increase divorce rates and reduce 
savings rates. Additionally, it was observed that post-divorce, women’s consumption tends to 
increase while men’s consumption tends to decrease. Furthermore, the system appears to reduce 
economic disparities between men and women, while also potentially increasing men’s incentives to 
divorce.

研究分野：マクロ経済学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、内生的離婚選択モデルを用いて厚生年金分割制度が離婚率や貯蓄率、離婚後の消費に与える影響を明
らかにした。同制度が離婚率を上昇させ、貯蓄率を低下させる一方で、離婚後の男女間の経済格差を縮小する可
能性を理論的に示した点が学術的意義である。社会的には、離婚後の女性の経済的事情が離婚選択の障壁となる
現状において、厚生年金分割制度が離婚行動に与える影響を示し、制度設計や政策検討の重要な示唆を提供し
た。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１． 研究開始当初の背景 
近年、家計内における意思決定の在り方や、個人間の経済的相互依存がマクロ経済に与える影
響に対する関心が高まりつつある。従来のマクロ経済モデルでは、家計を単一の意思決定主体と
して扱うことが一般的であったが、近年は夫婦間の交渉や資源配分に着目し、よりミクロ的な視
点から家計行動を捉えるアプローチが進展している。特に、夫婦間の経済的相互依存のメカニズ
ムの分析は、労働供給や貯蓄、出生・離婚といった意思決定に深く関わっており、こうした行動
がマクロ経済全体の資源配分や厚生に波及する可能性も指摘されている。 
こうした背景を踏まえ、本研究は、厚生年金の分割制度が夫婦の離婚意思決定にどのような影
響を与えるのかを明らかにすることを目的として出発した。年金分割制度は、婚姻期間中に形成
された将来の年金受給権の一部を、離婚時に配偶者間で分割可能とする仕組みであり、特に専業
主婦にとっては離婚後の生活の安定に直結する重要な制度である。この制度変更が結婚維持の
選択、労働参加、出生・再婚といったライフサイクル上の意思決定に与える影響は、長期的には
人口動態や社会保障制度の持続可能性にも密接に関係している。 
特に日本においては、離婚と経済行動の相互関係に関する実証的研究が欧米諸国と比べて少
なく、制度改革が個人の行動にどのような変化をもたらすのかを定量的に把握することが急務
である。また、少子高齢化や単身世帯の増加などの社会構造の変化が進行しており、家族形態の
変容がマクロ経済に与える影響を評価するには、離婚という社会現象を経済的観点から捉え直
すことが不可欠である。 
離婚率の変動は、労働市場への参加、消費・貯蓄行動、世帯構成の変化、さらには社会保障制
度の財政健全性にも長期的な影響を及ぼす可能性がある。そのため、離婚が経済主体の厚生に与
える影響を明らかにすることは、マクロ経済分析において重要な課題であると同時に、制度設計
や政策立案に対して実証的根拠を提供する上でも意義深い。 
本研究は、家計内の意思決定構造と制度的要因の相互作用に注目しており、理論的にも政策的
にも高い意義を有する。とりわけ、人口構造の変化と社会保障制度の再設計が求められる日本に
おいて、家族と経済の接点を把握する本研究の成果は、今後の経済政策に資する基礎的知見とし
て重要な役割を果たすと期待される。 

 
２． 研究の目的 
 日本では、離婚を選択する夫婦が少なくない一方で、離婚後の経済状況は深刻な課題となって
いる。特に、男性と比較して女性の離婚後の経済的困難が指摘されており、経済的理由が女性に
とって離婚の障壁となっている可能性がある。 
専業主婦の場合、離婚後に受け取れるのは原則として国民年金のみであり、十分な生活水準を
維持できないケースも多かった。婚姻中の厚生年金支払いには妻の貢献も含まれるにもかかわ
らず、年金額に格差があるのは不公平との指摘を受け、厚生年金の分割制度が導入された。 
本研究の目的は、厚生年金分割制度が離婚、貯蓄行動、ならびに離婚後の消費行動に与える影
響を、内生的な離婚選択モデルと数値シミュレーションを用いて包括的に分析することである。
特に、制度改革が専業主婦にとって経済的な安全網としてどのような役割を果たすか、またそれ
が夫婦の離婚意思決定にどのようなインセンティブの変化をもたらしたのかを理論的に検証す
る。 
さらに、離婚を見越した予備的貯蓄の動機や、制度導入による貯蓄率の変化についても分析対
象とする。制度により離婚後に年金が分割されることで、事前の貯蓄動機が弱まり、貯蓄率が低
下する可能性がある。その動学的な影響についてもモデルを通じて検証する。 
また、離婚後の男女間に見られる消費水準の格差についても、制度導入によってどのような変化
が生じたかを明らかにし、家計内の資源配分や厚生への影響を考察する。 
本研究は、以下の 3つの視点から制度評価を行う： 
 
 年金分割制度が離婚意思決定に与えるインセンティブの変化 

 
 制度改革が家計の貯蓄・消費行動に与える影響 

 
 男女間の経済的格差縮小に向けた制度の有効性 

 
これらを通じて、年金制度改革が家族政策やマクロ経済政策に与える影響を明らかにし、将来
的な制度設計に資する知見を提供することを目的とする。 
 
３．研究の方法 
本研究では、厚生年金分割制度が夫婦の離婚意思決定および家計の経済行動に与える影響を
理論的かつ数値的に検証する。具体的には、以下の方法を採用した。 
 



 内生的離婚選択を取り入れた理論モデルの構築 
夫婦の効用最大化行動をベースに、結婚期間中の消費・貯蓄といった経済行動に加え、離婚と
いう選択肢を内生化した動学的なモデルを構築した。このモデルでは、婚姻継続時と離婚後の効
用を比較することで離婚の意思決定を捉えるとともに、厚生年金分割制度の導入がインセンテ
ィブ構造に与える影響を組み込んでいる。 
 
 制度変更の影響を評価するシミュレーション分析 
設定したモデルパラメータに基づいて数値シミュレーションを実施し、年金分割制度の導入
が離婚率や貯蓄率、離婚後の男女の消費格差に与える影響を分析した。 
 
分析結果からは、制度導入により女性の離婚後の消費水準が上昇し、男性側では減少する傾向
が確認された。これにより、年金分割制度が離婚後の経済的格差の縮小に一定の効果を持つこと
が示唆され、同時に、女性にとって離婚後の消費水準が上昇することで、女性が離婚に合意しや
すくなり、男性にとっては離婚が相対的に容易な選択肢となる可能性も浮き彫りとなった。 
 
４． 研究成果 
本研究により、厚生年金分割制度が離婚意思決定および家計行動に与える影響を明らかにし
た。特に、制度導入によって女性の離婚後の消費水準が改善し、家計内の経済的格差縮小に寄与
する一方、離婚率に上昇圧力を及ぼし得ることを示した。これらの知見は、年金制度改革や家族
政策の将来的な設計に資する基礎的成果と考えられる。 
 
研究成果は以下の論文として公表した： 
 
南村圭哉（2025）「年金分割制度が離婚率と家計の経済活動に与える影響について」『関西外国
語大学研究論集』121 巻, pp. 139–148. 
https://doi.org/10.18956/0002000323 
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